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上記審査請求人(以下「請求人」という。）から平成２５年６月２８日付けで
提起されたＩ膳祉事務所長(以下｢処分庁｣という｡)が平成25年６
月１１日付けで行った生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法｣と
いう｡）第６３条の規定による費用返還決定処分（以下「本件処分」という｡）
に関する審査請求について、次のとおり裁決する可

主 文
本件審査請求に係る処分庁がした本件処分は、これを取り消す。
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第１請求人の主張
請毒人の請求の趣旨は、本件処分の取消しを求めるもので、その理由と
して、次のとおり主張していると解される。
，本件処分は、処分庁の請求人に係る収入認定の誤りを請求人に転嫁す
るものであり、不当である。

２生活保護手帳別冊問答集に記載されている「収入増の事実が明らかと
なった」場合とは、法による保護（以下「保護ｊという｡）の受給者が収
入の届出義務を果たさなかったために処分庁が収入増の事実を把握する
ことが遅れた場合を指していることは明らかであるため、法第６３条を
適用し本件処分を行うことは、違法である。
３生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて（平成２４
年７月２３日社援保発０７２３第１号厚生労働省社会･援護局保護課長
通知。以下「課長通知」という｡）によると、法第６３条に基づく費用返
還については、原則、全額を返還対象とした上で､一定の場合に例外を
認めている。この点、処分庁は､請求人が事前相談をしていないこと等
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を理由にこの例外に当たらないとするが、本件処分は、処分庁の誤りに
より行われたもので､法､生活保護法による保護の実施要領について(昭
和３６年４月１日厚生省発社第i２３号。以下「次官通知」という｡）
及び課長通知が想定していない場合であり、事前相談が観念できないこ
とは言うまでもない。

４請求人は、収入の届出義務を果たしているので、法第８０条の適用を
除外する理由はない。

処分庁の弁明
処分庁の弁明の趣旨は、本件審査請求を棄却するよう求めるもので、そ
の理由として次のように述べていると解される。
１法第６３条は、直接には、資力が現実化した場合の保護の精算方法を
規定しているが、過払及び誤払による保護の精算方法全般についても規
定したものと解されるところ、本件処分では､請求人の収入増が明らか
になり返還決定を行ったもので、法第６３条の射程を超えるものではな
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２本件処分における返還対象は、年金収入に相当する保護の過支給額で
あり、年金収入の取扱いを継承して本来ならば収入認定として処理すべ
きものと解される。年金収入であれば、次官通知第８の３の収入認定か
ら除外するもののいずれにも該当せず、受給額全額を.収入認定する取扱、､いとなる。’

３課長通知にも、法第６３条の規定により年金の遡及受給分の返還を求
める場合、年金は、その全額を収入認定する取扱いとの公平性から「真
にやむを得ない理由による」極めて例外的な場合を除き、過支給分全額
について返還を求めるべきとする取扱いが示されている。
４３の極めて例外的な場合としては、返還額からの控除が当該世帯の就
労に密接不可分な関係を有する等が想定される。しかし､本件処分では、
過支給分について生活費に充当したものであり、これをもって「真にや
むを得ない」場合となるとは到底考えられない。
５課長通知には、控除を認める場合も返還対象者の事前相談が必要であ
る旨が記載されており、本件処分においては、請求人が事前相談した事
実はない。
６事後における控除の相談について、課長通知において「傷病や疾病な
どの健康上の理由や災害」等の例外的な場合は許容される旨の記載があ
るが、本件処分においては、これに該当しないことが請求人から提出さ
れた審査請求書の記載内容からも明らかである。

●
０
０
，
日
日
日
■
Ｊ
０
０
９
Ｂ
８
■
日
８
０
Ｇ
日
Ｏ
９
Ｖ
Ｂ
Ｊ
８
Ｉ
８
９
Ｕ
ｊ
８
０
３
Ｊ
９
Ｊ
ら
２
Ｅ
■
■
Ｉ
８
８
０
Ｕ
０
８
■
１
．
８
■
０
０
３
ｂ
＄
…
。

と

Ｊ
１
、
、

２

／



３審査庁の判断
ｌ認定事実
審査庁が調査したところ、次の事実が認められる。
（１）平成２４年１０月１５日、請求人は、保護の受給を開始した。

(里)--平成型年10月15日､請求人は､８月分の収入として崖年金
■1画-１円を収入申告書により申告した。(3)平成２４年１０月２６日､処分庁は､請求人に対す劃
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４）半成２４年１１月７
を担保とする貸付けの返済

１円であること
(５）平成２４年１１月１１４日、処分辰は、（３）及び“)より、請求

金の収入として|’｜|円を収入認定する決入
定
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を行った｡＝ 、

（６）平成２４年１２月１７日、請求人は、１０月分､、１２月分の収入と
してそれぞれｌ ロ円を収入申告書により申告した｡、
琴童画､壼撫瀧喜鬮驚し菩今“(７）平成２

入としてそれ
(8)平成25年‘５月１４日､処分庁ば､請圭人から提出されていた収入
申告書に記載されている収入額と処分庁が収入認定して‘いる額とに相違
力§あることに気付き､詳細を調縦ところ儲求人科

舗1禦豊購翼"凰力咀分を収入乢て認定してM〃
ったことが判明した。、(畠L』&桐“25年翠工ご日卿どして認定していなかつ糧
屋年金の処理について検討を行い､｢自立更生費については､年金収
入の認定であり控除は適用不可のため､控除は適用不可」とした６
(10）平成２５年６月３日、処分庁は‘請求人刷陛今の琴給頬力蚤
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(11）平成25年６月５日､処分庁|ま､収入認定漏れ金の８
か月分全額1■----園)を法第63条による'返還額とすること
を決定した。

(１２)平成２５年６月１１日、処分庁は、本件処分を行った。・
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２ 判 断
まず、本件処分における法第６３条の適用について検討する。
法第６３条は、「被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかか

わらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は
市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲
内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならない｣と規定
し《本来受けるべきでなかった保護金品を受けた場合の費用返還義務を定
めている。そして、法第６３条の規定の適用については、生活保護手帳別
冊問答集問1３-２において「収入増の事実が明らかとなったため、既に
算定した収入充当額が過少となったとき」に保護の返還等を求めることと
されている。
本件処分において、処分庁は､１（８）及び(10)のとおり収入充当
額が過少であった事実を確認後､怯第63条の規定を適用し、１て11)あと雲り本来給付す＝きで垂かつた犀護(収入認定漏れ金）
の返還を求めていることが認められるので、この点において違法又は不当

；な点はない｡
． ： ． ：…§なおくこ･こでいう｢収入増の事実」とは資力なしと誤認して保護を決
定した場合等いくつかの原因が想定されるものと解され､｢受給者が収入の
届出義務を果たさなかったためにも処分庁が収入増の事実を把握すること
が遅れた場合を指すことは明らか｣という請求人の主張(第１の１)は､‘
容認できない｡､ ｉ ：、
4"次にく-本件処分に係る返還金の額の決定に関する処分庁の判断について
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法第６３条に基づく．費用返還については、課長通知２（１）アにおいて、． （

｢原則、全額を返還対象とすること｡ただし、全額を返還対象とすること
によづて当該被保護世帯の自立が著しく阻害されると認められる場合は､
次に定める範囲の額を返還額から控除して差し支えない」とされている。
また‘年金を遡及して受給した場合における法第６３条に基づぐ返還額に
ついては､f課長通知２（１）イにおいて、「返還金から自立更生費等を控除
することについては､定期的に支給される年金の受領額の全額が収入認定
されることとの公平性を考慮すると、上記アと同様の考え方で自立更生費
等を控除するのではなく、厳格に対応することが求められる」とされ、真
にやむを得ない理由により自立更生費等を控除するこ'とは認められている
が、事前の相談を必要とし、疾病等を理由とする一定の条件を満たさなけ
れば事後の相談は認められていないとされている6
本件処分において、処分庁は、第２の２のとおり本件処分に係る返還金
が年金収入に相当する保護の過支給金であるためもその年金収入の取扱い
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を継承すべきであると主張し、その過支給額の全額を返還額としている。
しかし、もとは年金収入であっても、処分庁の認定漏れにより法第６３条
の返還金と決定したのであるから、課長通知２（１）アに基づき、自立更
生費の適用が可能な返還金として取り扱うことになり、処分庁が主張する
年金収入としての取扱いを継承するということはない。
また、処分庁は、第２の３のとおり年金の遡及受給分の返還を求める場

合、年金は、その全額を収入認定する取扱いとの公平性から真にやむを得
ない理由による極めて例外的な場合を除き、過支給分全額について返還を
求めるべきとする取扱いが示されていることを挙げ､本件処分においては、
第２の３から５までのとおり自立更生費の控除の余地はないと主張してい
る。しかし、本件処分に係る返還金は、処分庁の収入認定の漏れによる保
護の過払金であり、年金の遡及受給により発生したものではないため、課
長通知２（１）イの取扱いをすることは認められない。
よって、本件処分に係る返還金の額の決定に関する処分庁の判断は、課

長通知の解釈の誤りに基づくものであり、結果とじて、請求人が自立更生
費の控除について申し立てる機会を逸することとなった。また､処分庁は、
上記の誤った認識に立脚していたことから課長通知2(i)アの運用に基
づき返還額から控除できる額について十分に調査のうえ判断していない。
以上より、本件処分において､法第６３条の規定を適用し本来給付すべ
きでなかった保護の返還を求めることに違法不当な点はないが、その返還
金の額の決定に当たり、課長通知の解釈を誤り、全額を返還対象とするこ
とによって請求人の自立が著しく阻害される可能性がないか十分に調査の
う え 判 断 し て い な い こ と は 、 不 当 で あ る 。 “ ,
なお､請求人は、第１の４のとおり法第８０条の規定による返還の免除
を適用するよう主張しているが､同条の規定は､保護の変更､廃止又は停
止に伴い前渡しした保護金品の返還を求める場合に適用する規定であるた
め､本件処分のように保護の変更、廃止又は停止を伴わない場合、同条の：
規定は適用されない。
以上、請求人の本件審査請求には、本件処分に係る返還金の額の決定に関し
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理由がある。
よって、行政不服審査法（昭和３７年法律第:１６０号）第４０条第３項の規定

により、主文のとおり裁決する。

平成２６年５月８日 緬熊本県 知 事 蒲 島
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教 示
この裁決に不服があるときは、この裁決の通知を受けた日の翌日から起算し

て３０日以内に、厚生労働大臣に対し再審査請求をすることができます。ただ
し、裁決の通知を受けた日の翌日から起算して３0日以内であっても、裁決が
あった日の翌日から起算して１年を経過すると再審査請求をすることができな
くなります。
また、この裁決については、この裁決の通知を受けた日の翌日から起算して
６か月以内に、この裁決の前提となる本件処分をした処分庁の所属する■■■
を被告として(■■■が被告の代表者となります｡)本件処分の取消しの訴
えを、熊本県を被告として（熊本県知事が被告の代表者となります。）この裁決
の取消しの訴えを提起することができます。ただし、裁決の通知を受けた日の
翌日から起算して６か月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して
，年を経過すると本件処分又は裁決の取消しの訴えを提起することができなく
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